予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名　新サポートチーム運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3097）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　236千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	236
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	236

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
○これまで実施してきた県産品の商品開発・流通支援事業は、“モノ”を中心に

岐阜県産業経済振興センターによる商品開発や、ＭＩＪＰ連携事業による、デ
ザイナーと連携した商品開発とテストマーケティングを展開してきた。ただし

今後は、“モノ”だけでなく“食”の分野においても、国内地域間競争力の他、

海外からの輸入品に対しても、より差別化が求められるため、この２分野に対

し、デザイナーだけでなく、流通事業者のノウハウや他の支援事業（ファンド、
制度融資、補助事業）を活用し、県の「ふるさと名物」を中心に、販路拡大を
意識した商品開発を進める必要がある。
○本事業では、商・金・官がチームを編成し、新商品の開発から販売まで一気通
貫のサポートを実施する。具体的な支援は、“モノ”と“食”それぞれの市場

背景を勘案した“開発から販売まで”のチームからの助言の他、商・金・官に

よる、県予算を伴わない幅広い支援（ファンド、融資、国補助、アドバイザー
派遣など）を実施し、各事業者の商品開発と販路拡大を個別に支援する。

（２）事業内容

■県産品開発・販路開拓サポート会議開催費
　　○年２回の合同会議開催に要する経費

開催予定：６月（事業着手前）、１０月（中間報告・進捗管理）

	【その他関連事業】

1 デザイン開発支援補助金 　　　　　（24,072千円）

2 商品開発・販路拡大サポート事業費 （19,000千円）

　③県産品販路開拓促進事業費　　　　　（26,500千円）


（３）県負担・補助率の考え方

　　○上記①～③の県事業を効果的かつ円滑に推進するための事業であることから、県の負担により実施する。
○商品開発にかかる製造、設備投資等は事業者が負担する。

（４）類似事業の有無
     無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	148
	チーム構成メンバー報償費

	旅費
	50
	費用弁償

	消耗品費
	20
	合同会議資料作成費

	役務費
	7
	電話・郵便代

	使用料
	11
	会場借上料

	合計
	236
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県成長・雇用戦略」

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開

（２）後年度の財政負担

　　企業知名度の定着化、及び商品開発の成果を確認するためには継続的な支援が必要。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　県予算を伴う商品開発事業のみならず、商・金・官が横断的に商品開発をサポートすることで、県予算を伴わない幅広い支援（ファンド、融資、国補助、アドバイザー派遣など）が可能となる。

　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　平成２８年度中に、モノに関しては１２アイテムを、食に関しては６アイテムの新商品を開発し、首都圏小売事業者店舗などでの取扱いを開始する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	商品開発支援事業による新商品開発数（モノ）
	　(H　)
	－
(H25)
	－
　（H26）
	92　（H27）
	104
（H28）
	％


	首都圏向け加工食品開発事業による新商品開発（食）
	　(H　)
	－
(H25)
	－
　（H26）
	－　（H27）
	6　　（H28）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	平成26年度は、本県を代表する地場産業である陶磁器、刃物、紙、木工
など19件の商品開発プロジェクトの支援を実施し、年度末までに19件の新商品（試作品を含む）が完成した。


（前年度の成果）

	　県内のモノづくり事業者が、工業デザイナーを活用して商品開発を行うプロセスを習得したことにより、支援したモノづくり企業の商品開発力を向上させることができた。ただし、販売に課題が残され、商品の価値を消費者や流通事業者に的確に伝達するための価値伝達力の向上、及び完成した商品を市場に流通させる支援が必要。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	商・金・官が、事業者の実施する商品開発から販路拡大までの事

業を一貫して支援することで、県予算を伴う商品開発事業のみな

らず、商・金・官が横断的な支援策を検討することができ、県の
直接予算の執行を伴わない多角的な支援（ファンド、融資、国
補助、アドバイザー派遣など）が可能となる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	当該事業で開発した商品を、複数の販売チャネルを活用して売り出すことが可能となり、継続事業についてもより高い効果が期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各機関から選出されたサポートチームのメンバーが一堂に会し、検討を行うことで、各事業に対する適時・継続的な支援をスムーズに実施することが可能。


（今後の課題）

	県内事業者の特性及びニーズに応じて、各支援機関が連携しながら、それぞれの強みを活かした支援策をスムーズに実施できるような体制構築を目指す。



（次年度の方向性）
	県予算を伴う事業のみならず、各機関の支援策を幅広く活用することで、効果的な商品開発、及び販路拡大の支援を実施する。




